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C o n t e n t s
福岡大学の概要と本報告書の対象範囲

福岡大学の概要

 学長　永田 潔文 所在地　福岡市城南区七隈八丁目19番1号　　　

 沿革
1934（昭和　9）年 福岡高等商業学校を創立

1944（昭和19）年 九州専門学校を統合し、九州経済専門学校を設立

1946（昭和21）年 福岡経済専門学校と改称

1949（昭和24）年 福岡外事専門学校を統合し、福岡商科大学（商学部）を設立

1953（昭和28）年 商学部第二部を増設

1956（昭和31）年 福岡大学と改称し、法経学部を増設

1959（昭和34）年 法経学部を分離し、法学部及び経済学部を増設

1960（昭和35）年 薬学部を増設

1962（昭和37）年 工学部を増設

1965（昭和40）年 大学院を設立

1969（昭和44）年 人文学部及び体育学部を増設

1970（昭和45）年 理学部を増設

1972（昭和47）年 医学部を増設

1973（昭和48）年 福岡大学病院を開設

1985（昭和60）年 福岡大学筑紫病院を開設

1998（平成10）年 体育学部を改組し、スポーツ科学部を増設

2004（平成16）年 法科大学院を増設

2012（平成24）年 留学生別科を増設

2018（平成30）年 福岡大学西新病院を開設

 学部・大学院・大学病院・附属学校
□学部・学科（9学部31学科）

人文学部、法学部、経済学部、商学部、商学部第二部、理学部、工学部、医学部、薬学部、スポーツ科学部
□大学院（10研究科34専攻）

人文科学研究科、法学研究科、経済学研究科、商学研究科、理学研究科、工学研究科、医学研究科、薬学研究科、
スポーツ健康科学研究科、法曹実務研究科（法科大学院）
□病院　福岡大学病院、福岡大学筑紫病院、福岡大学西新病院
□附属学校　附属大濠高等学校・中学校、附属若葉高等学校
□留学生別科

 福岡大学の構成員数（2023年5月1日現在）
□学生・生徒数
　学生数 ： 19,471
　　学　部 ： 18,858
　　大学院 	 579
	  34
　生徒数 ： 3,839

附属大濠中学校   ：     501
附属大濠高等学校： 1,799　
附属若葉高等学校：   1,539　

本報告書の対象範囲

 期間　2022年4月1日～2023年3月31日（但し、一部2023年10月までの情報を含む）

 キャンパス
■七隈地区
　福岡市城南区七隈8-19-1
　（ 人文・法・経済・商・商二・理・工・薬・スポーツ科学部・

留学生別科）
■烏帽子地区

福岡市城南区七隈7-45-1
（医学部、福岡大学病院）
■

■

■

■

　

　

　

福岡大学筑紫病院
筑紫野市俗明院1-1-1
福岡大学西新病院
福岡市早良区祖原15-7
附属大濠高等学校・中学校
福岡市中央区六本松1-12-1
附属若葉高等学校
福岡市中央区荒戸3-4-62

■資源循環・環境制御システム研究所
北九州市若松区向洋町10番地

■教職員数 4,269

　附属学校　　　 ：  211
　職　員  ： 2,592

　大学(病院を含む)：2,554

教　員 ： 1,677
大学(病院を含む)： 1,466

　附属学校　　 ：   38

 校地・校舎面積（2023年4月1日現在）
 校地：635,438m2　　　校舎：457,571m2
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1. 学長挨拶

地球環境保全を担う人材育成を目指して

　2023年は世界の平均気温が観測史上最も高かったことが、世界気象機関

（WMO）より発表されました。福岡市でも、35℃以上の猛暑日が20日間も記録

され、さらに全国では12月に夏日（25℃以上）が記録されるなど、2023年は地

球温暖化の影響を肌で感じた年となりました。2023年11月から12月にかけてド

バイで開催された国連気候変動枠組条約のCOP28では、2016年に発効した「パ

リ協定」の目標達成に向けた世界全体の進捗の評価をはじめとした、地球温暖化

を解決するための様々な取組みに関する決定が採択されました。国内においては

2020年に、「2050年までのカーボンニュートラル」が宣言され、さらに2021年

には「2030年度に温室効果ガスの46％削減（2013年度比）を目指す」ことを含

む「地球温暖化対策計画」が閣議決定され、2050年カーボンニュートラルに向

け、あらゆる分野において温室効果ガス削減への取組みが進められています。

　福岡大学においても、従来から地球温暖化対策の取組みを実施してきました

が、2010年以降「福岡大学地球温暖化対策会議」や「カーボンニュートラル推

進拠点」を設置し、温暖化対策のための取組みの強化を図っています。エコスタ

イルの実施や冷暖房の適正温度運転などの運用面での対策、高効率型空調への更

新やLED照明の導入などの設備面での対策といった基本的な省エネ対策を推し進

めることで、本学の2030年度の温室効果ガスの排出は、目標である46％削減を

達成する見込みです。今後は、さらに再生可能エネルギーの導入や建築物のZEB

化を推進していくことで、カーボンニュートラルに向けた取組みを進めていきた

いと考えています。

　福岡大学は教育研究機関として、「教育」「研究」「医療」「社会貢献」を行

うという４つの社会的使命を帯びており、2034年に迎える創立100周年とさらに

その先の発展に向け、4つの使命のうち、特に「教育」の改革を軸として推し進

めていきます。その一環として、カーボンニュートラル推進拠点のメンバーが中

心となり、新たな共通教育科目を開講しました。この科目では、気候変動をはじ

めとする貧困、紛争、感染症など数多くの課題解決に向けて積極的に取り組むこ

とができる人材を育成することを目的としています。

　福岡大学は、地球温暖化防止のために出来る重要な取組みの一つとして、これ

からの地球環境保全を担う人材育成のための環境教育に重点を置くことで、さら

なる地球温暖化対策に貢献していきます。

福岡大学長

永田 潔文

inoue
スタンプ
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2. 福岡大学の環境基本方針
　本学は、建学の精神に基づき「人をつくり、時代を拓く」をスローガンに、教育・研究の質的向上及

び医療の高度化を通して、地域社会と共に自発的で創造性豊かな人間を育成し、社会の発展に貢献する

ことを目指します。本学の全構成員とその関係者は、七隈の杜を中心に、地域社会における環境活動の

模範となる大学を目指し、温室効果ガスの排出抑制に向けた環境負荷の低減や環境啓発など、幅広く持

続可能な環境保全への取組みを積極的に実施します。そして、本学は、創立100周年を迎える2034年を

目途に、緑豊かなエコキャンパスを目指し、地球温暖化対策を推進します。

3. 福岡大学の環境計画
　すべての学生と教職員および関係者は、温室効果ガス排出抑制に向けた環境負荷低減や環境啓発に

積極的に取り組み、施設整備によるエネルギー使用量の削減のみならず、運用による効率的な省エネル

ギー及び環境負荷の低減を目指し、環境に配慮した環境教育活動の実践と研究の推進を図ります。本学

は「福岡大学地球温暖化対策会議」を設置し、その目的達成のため、五つの柱を基に環境配慮型福岡大

学の構築を目指します。

①省エネルギーによる環境負荷低減と温室効果ガスの発生抑制
◦エネルギー使用量及び使用状況の把握とその改善策の作成・実施

◦省エネルギー活動に係る全構成員の啓発活動及び意識向上

◦省エネルギーの定期報告書と中長期計画書の作成

②廃棄物による環境負荷の低減
◦廃棄物の排出抑制策の実施

◦廃棄物の減量化・資源化の促進策の実施

③環境配慮キャンパスの在り方
◦温室効果ガスの排出抑制など環境に配慮したキャンパス構想

◦環境に配慮した施設整備の推進

④環境にやさしい物品調達の推進
◦グリーン購入法に基づく物品調達の積極的な導入

◦再生品調達の推進

⑤環境教育・啓発の推進による環境保全の促進
◦環境意識の高い学生・教職員を輩出するための活動を推進

◦環境教育の見える化の構築
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4. 福岡大学の環境負荷

4.1　2022年度（令和4年度）環境負荷量

CO2排出量 837t-CO2

578kLエネルギー使用量 
（原油換算量）
電力使用量 225万kWh
平準化時間帯 173万kWh
ガス使用量 0.7万m3

重油使用量 0kL
上水使用量 4.7千m3

廃棄物量 100t
リサイクル率 45.0％

附属大濠高等学校・中学校
（伊都グランド含む）

CO2排出量 33,066t-CO2

エネルギー使用量      21,924kL
（原油換算量）

電力使用量 5,908万kWh
平準化時間帯 2,590万kWh
ガス使用量 429万m3

重油使用量 1,909kL
上水使用量 375千m3

廃棄物量 1,857t
リサイクル率 22.0％

学校法人全体

CO2排出量 412t-CO2

268kLエネルギー使用量
（原油換算量）
電力使用量 94万kWh
平準化時間帯 51万kWh
ガス使用量 1.0万m3

重油使用量 17kL
上水使用量 9.4千m3

廃棄物量 40t
リサイクル率 40.0％

附属若葉高等学校

CO2排出量 1,052-CO2
689kLエネルギー使用量 

（原油換算量）
電力使用量 229万kWh
平準化時間帯 114万kWh
ガス使用量 9.5万m3

重油使用量 0kL
上水使用量 21千m3

廃棄物量 109t
リサイクル率 7.5％

その他

CO2排出量 28,997t-CO2

エネルギー使用量      17,381kL
（原油換算量）
電力使用量 4,459万kWh
平準化時間帯 2,023万kWh
ガス使用量 355万m3

重油使用量 1,709kL
上水使用量 301千m3

廃棄物量 1,182t
リサイクル率 22.7％

七隈・烏帽子地区 筑紫病院

西新病院、資源循環・環境制御システム研究所、
国際交流会館、愛好会館、ビクトリーホール、

オリオンホール　他

4

CO2排出量 4,596t-CO2

エネルギー使用量用量 2,774kL
（原油換算量）
電力使用量 735万kWh
平準化時間帯 287万kWh
ガス使用量 62万m3

重油使用量 182kL
上水使用量 39千m3

廃棄物量 428t
リサイクル率 16.4％

　2022年度の主たるキャンパス・事業所の温室効果ガス（CO2）排出量とエネルギー使用量（原油換算使用量）、上
水使用量、廃棄物量等の環境負荷量をまとめました。
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4.2　法人全体のエネルギー使用量と温室効果ガス排出量の削減

　福岡大学は、「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換に関する法律（省エネ法）」に定めら
れた特定事業所として、建築物の延べ床面積当たりのエネルギーの使用に係る原単位を、対前年比で1％以上削減すること
を目標にしています。
　その対応策として、①施設・設備等の高効率型機器への転換によるエネルギー削減、②節電対策を主体とした学生・教職
員による運用面によるエネルギー削減を2011年から積極的に推進しています。

 2022年度の実績

▼  法人全体で一年間に使用する主たるエネルギー量は、電力量5,908万kWh、Ａ重油1,932kL、都市ガス388万ｍ3です。
現在、運用面での節電対策と併せて、新設の建物には節電型の空調機やLED照明等の省エネ型機器類の交換・導入
を積極的に行うなど、法人全体での省エネ対策に取り組んでいます。その結果、 2013年度以降の電力使用量は減少
傾向で推移しています。また、Ａ重油を用いていたボイラー・冷温水発生機等を計画的に省エネ型の都市ガスボイラーに
転換しています。法人全体で使用したエネルギー量は、原油換算量で21,924kLで、これに対するCO2排出量は33,066
ｔ-CO2となっています。

●CO2ガス排出量●エネルギー使用量

2023Fukuoka University
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5. 福岡大学の取組みと「持続可能な開発目標（SDGs）」について
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　SDGsとは、2015年9月国連で採択された「持続可能な開発目標」で、「誰一人取り残さない」という理念のも
と、「世界の貧困をなくす」「持続可能な世界を実現する」ことを目指しています。2030年を達成期限とする17
のゴール、169のターゲットが決められています。
　本学では、教職員と学生が一体となりSDGsの達成につながる様々な取り組みや研究を実施しています。それら
の取り組みや研究活動を継続的に行う事で、社会課題解決への貢献を行っています。さらに、このことが学生や教
職員の環境意識の向上につながっています。
　以降、本報告書内で取り上げる取組み等については、該当するSDGsゴールのマークを示します。

◦SDGsの17のゴール 
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6.1　カーボンニュートラル達成に向けた対策

　2021年7月、本学は国、自治体、企業、国内外の大学等との連携強化を通じ、その機能や発信力を高める場として
カーボンニュートラル達成に貢献する『大学等コアリション』に参加し、同年8月には「福岡大学カーボンニュート
ラル推進基本方針2021」を策定しました。さらに、2050年のカーボンニュートラル社会の創生に向け、2022年4月
に福岡大学カーボンニュートラル推進拠点を設置しました。推進拠点では、本学のカーボンニュートラルに向けた取
り組みを「脱炭素キャンパスの構築」、「研究推進」、「人材育成」、「地域連携」、「国際連携」など、多面
的、組織的に推進しています。
　次ページでは、「研究推進」分野での学内の研究の一例を紹介します。

6. カーボンニュートラル達成に向けた取り組み

7
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水素社会の普及拡大に向けた取り組み

－優れた水素侵入抑制効果を有する表面皮膜の開発－

工学部機械工学科教授　山辺 純一郎

●アルミ系耐水素透過皮膜の水素侵入抑制効果

　水素は利用時に二酸化炭素を排出しないという特徴があり、水素エネルギーを利用した社会の
実現、すなわち「水素社会の実現」が脱炭素社会を実現するカギといっても過言でありません。
しかし、水素社会の実現には水素技術のコスト低減や解決すべき種々の技術課題があります。技
術課題の一つとして、「水素脆化」の問題があります。水素脆化とは材料中に水素が入り込むこ
とによって材料の強度や延性が低下する現象で、多くの材料が水素脆化を示します。日本国内で
は、水素機器の安全性を確保する観点から、高圧水素ガスに対する使用は水素脆化が軽微な一部
の材種に制限されております。しかし、これらの材料は強度が低く、コストが高いことから、水
素機器のコストが高止まりしている状況です。水素機器の普及拡大には、耐水素脆化特性と強度
特性に優れた低コスト材料の開発など、新技術の開発が不可欠です。工学部機械工学科機械設
計・工作研究室では、金属材料中に入り込む水素を抑制可能な表面皮膜の研究を行っています。
材料自体が水素脆化を示す場合であっても、皮膜を付与して水素侵入を抑制することができれ
ば、水素機器の水素脆化を防ぐことができる可能性があります。これまでの研究で、皮膜を付与
していない場合に対して、材料中に侵入する水素量を1/20程度に低減するアルミニウム系表面皮
膜の開発に成功しています。研究室では、表面皮膜以外に耐水素脆化と強度特性に優れた金属材
料の研究も行っており、種々の側面から水素社会実現に向けた新技術の研究開発を推進していま
す。
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6.2　「脱炭素キャンパス」へのアプローチ
エネルギー使用状況とCO2排出状況
法人全体で使用するエネルギーは、2022年度実績で21,924kL（原油換算量）、年間のCO2総排出量は33,066t-

CO2で、これを建物床面積当りの排出量にすると0.065t-CO2/㎡となります。パリ協定での基準年である2013年からの削減
率は41.0％に達しています。

 法人全体の総合エネルギー対策の今後の基本方針
　法人全体で使用するエネルギーは、その7割以上が電力です。さらに電力使用量の約6割は、機器や設備等で24時間
連続使用されています。省エネ対策の取組みは、①設備等の高効率機器への更新、②教職員と学生による運用面での
節電対策等を主体として実施してきましたが、現在のエネルギー対策では2030年と2050年のCO2排出削減目標の達成には
課題が残ります。
　このため、法人全体のエネルギー対策は、従来の「省エネ」対策に、エネルギーを創出する「創エネ」対策を加えた、
キャンパス全体の総合的なエネルギー対策へと方針転換を図る必要があります。特に、法人全体で使用するエネルギー量や
CO2排出量を見ると、上位50位の建物で全体の約98％を占めていることが分かりました。そこで、今後はこれらの建物を中心と

して、総合的なエネルギー対策を進めて行くことが必要となります。
　総合エネルギー対策は、法人全体の基本方針のもとに、キャンパスの将来計画を見据えたより具体的な対策について、
関連する委員会間（省エネルギー委員会、カーボンニュートラル推進拠点、施設整備特別委員会等）で協議しながら、積
極的に推進することが必要となります。
　法人全体で長期的に推進する総合エネルギー対策の基本方針を示します。

2023Fukuoka University
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●エネルギー使用状況とCO2削減率
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②キャンパス全体の熱負荷の削減行動（キャンパス全体のヒートアイランド化抑制）

都市部のヒートアイランド化防止によりエネルギー削減を図る手法を本学キャンパスに取り入れ、キャンパス内の熱負荷
の抑制を図る。
・キャンパス内の道路舗装部の蓄熱抑制型舗装材への転換や、遮熱材の塗布を推進する。
・キャンパス内の積極的緑地化と裸地部の削減を推進する。

③キャンパス内でのエネルギー創出（創エネルギーの実践）

本学の60haを超える面積を有効活用し、エネルギーを創出する。
・太陽光発電導入による節電と、発電パネルの建物の遮熱材としての省エネ対策効果を増大させる。
・太陽光発電できない夜間の電力確保として、蓄電システムの導入や小型風力発電等の導入等を検討する。
・建物のエネルギ―源として、コージェネ型ボイラー等の導入を再検討する。
・将来的な建物のエネルギー源として、水素エネルギー活用の可能性を検討する。

④その他のCO2削減対策

 創エネに向けた取り組み ＜太陽光発電設備の設置可能エリアの検討＞

◦太陽光発電設備の設置可能エリアの検討

10

　太陽光発電設備を設置するにあたり、
設置可能な面積が学内にどれくらいある
のかを確認しました。航空写真と図面を
もとに建物選定を行い、さらに現地視察
で現状把握を行いました。その結果、屋
上や駐車場を用いて太陽光発電設備の設
置可能な面積が、七隈地区で1.8万㎡、烏
帽子地区で1.8万㎡、法人全体で3.9万㎡
あることが明らかとなりました。

　建物のエネルギー使用量を削減するた
めには、日照による建物自体への蓄熱
や、キャンパス内の舗装道路部への蓄熱
に起因するキャンパス全体のヒートアイ
ランド化を抑制する必要があります。そ
の対策の一つとして、蓄熱抑制型の道路
舗装材の導入について検討を行っていま
す。

キャンパスの蓄熱抑制効果

●総合エネルギー対策の基本方針案

①省エネ推進型建物（低炭素型建物）の積極的な導入（省エネルギー対策）

省エネ推進の基本は建物ごとに省エネ対策を実施することであり、新設の建物と既存の建物とに分け、ZEB
システムを導入した省エネ対策を実施する。

・主として、建物自体の断熱・遮熱対策、空調設備の高効率型へ転換（15年更新計画）、LED照明の導入
（15年更新計画）、及び研究関連部署における特殊空調設備（恒温室等）及びフリーザー等の高効率型
への更新等を図る。

・更に、上記施設・設備等の適切かつ効率的な管理運用を実施し、教職員及び学生を含め構成員全体で
恒常的な省エ行動を積極的に推進し、エネルギー使用量の削減を図る。

・キャンパスの緑地化の推進
・節水による上水使用量の削減
・3Rによる廃棄物の排出抑制
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6.3　学内緑化

 緑化率（2023年）
　本学の七隈・烏帽子地区（池を除く）の緑化率は20.8％と、キャンパス全体の約1/5の面積に樹木・芝地・薬草園等
が確保されています。

◦本学の緑化率

七隈地区 烏帽子地区 総合体育館・
国際交流会館 他 全体

緑化率
（％）

2019 18.7 21.6 27.4 21.6
2021 19.7 19.7 27.5 21.1
2023 18.0 19.7 27.5 20.8

◦屋上緑化・壁面緑化を導入した建物一覧

屋上緑化
文系センター低層棟（屋上部）、2号館（屋上部）、中央図書館（6階屋上部・庇部）、
筑紫病院（庇部）

壁面緑化 2号館外壁

2023Fukuoka University
Environmental Report
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正門アプローチ  A棟前広場  

2号館壁面緑化 中央図書館棟屋上緑化
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7.1　電力使用状況

　本学で使用する電力量の特徴を、系統別及び使用時間帯別に整理しました。

　事業所別の電力使用量
　法人全体で、約6,000万kWhの電力を使用しています。七隈・烏帽子地区における電力使用量は法人全体の約75％
を占めており、2013年度以降は緩やかに減少しています。筑紫病院、西新病院、若葉高校においては大きな増減は
ありませんが、大濠高校・中学校では2021・2022年は若干の使用量増加が確認されました。

◦事業所ごとの電力使用状況 

 七隈・烏帽子地区の電力使用時間帯の特徴

7. 省エネルギー対策

12

●七隈・烏帽子地区の時間帯別電力使用量（2022年度）

　本学で使用する電力は①講義及び業務時間帯の昼間電力（7時～18時）、②夜間部講義、病院などの夜間業務の
夜間電力（19時～24時）、③理系学部の研究や病院等で24時間連続して使用する実験機器類や空調管理等の基礎
電力の３つに大別することができます。
　本学の1日の時間帯別の電力使用量は、運用面での節電対策の主たる時間帯である昼間電力が占める割合は1/3程
度で、24時間使用している基礎電力が残りの2/3を
占めていました。この基礎電力の削減のためには、
設備等の高効率機器への更新といった設備面での
対策が重要となります。また、講義棟や事務棟では
昼間電力の使用量が3～5割と高い割合を示してい
る事から、引き続き運用面での節電対策も実施し
ていく必要があります。
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7.2　節電対策

　本学の節電対策は、①運用面での節電対策（学生・教職員及び関係者が個人又は所属部署の取り組みとして可能な
節電）と、②設備面での節電対策（施設・設備への高効率型機器の導入）を、中長期計画で実施しています。

（1）運用面での節電対策
　本学では、夏季（6月～9月）と冬季（12月～3月）を節電要請期間とし、下記の内容で毎年節電要請を行っています。

節電要請期間中の主な実施項目

◦エコスタイルの実施
◦冷暖房の適正温度運転（夏季28℃、冬季20℃） 
◦部分点灯や間引き点灯等の照明の節電
◦冷蔵庫・実験用フリーザー内の整理整頓

等々

 学生・教職員及び関係者が個人又は所属部署で取り組み可能な節電
　エネルギー使用量削減の中でも、電力使用量の削減対策（節電）は施設管理部門の対応のみでは限界があるため、
本学に関係する学生・教職員の個人での積極的な節電対策を実施する必要があります。本学では、学生や教職員が実施
できる「運用面での節電対策」について、環境省、東京都、福岡市及び他大学等の節電事例を参考に作成した「福
岡大学における節電の手引書」を、学内ポータル等で配信し、節電対策を進めています。

①身近な機器の消費電力量を知る ・空調機温度センサー周辺に発熱機器を置かない

②照明関係 ・空調機の余熱利用による早めの運転停止

・照明スイッチに点灯場所を明示 ・空調機のフィルターのこまめな清掃

・採光を利用した消灯の実施 ・ブラインドによる空調時と退社時の遮熱への対応

・授業・昼休み時間や不在時のこまめな消灯励行 ・恒温室等を使用していない期間は電源ＯＦＦ

・残業時間帯の部分点灯 ④事務機器

・照明器具の定期清掃と早めのランプ交換 ・事務用機器の省エネモード設定

・適切な照度の設定(蛍光灯等の間引き) ・PCの待機電力の節電

・トイレや洗面所の照明は未利用時にＯＦＦ ・PCモニターへの節電シールの貼付

③空調 ・業務終了・長期休暇時のＯＡ機器の主電源のＯＦＦ

・空調の設定温度は冷房28℃、暖房20℃とする。 ・コピー時の用紙設定（縦・横）の工夫

・空調機スイッチに設定温度、空調範囲を明示 ⑤その他

・空調時も適度な換気を ・勤務時間外は電気ポットなどのコンセントを抜く

・空調時に扇風機・サーキュレータを活用 ・換気扇の不要時間の停止

・不在時の教室・部屋の運転を停止 ・冷蔵庫・実験用フリーザー内の整理・整頓

・温度計による室温の把握と調整 ・上下階の階段利用の促進
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◦電子機器類の帰宅時電源OFF
◦上下階への階段利用
◦換気扇の不要時電源OFF
◦温水洗浄便座の温度調節
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 広報と啓発

▼
▼

▼

広報

◦節電に関する啓発

暖房中も適度な換気を冷房中も適度な換気を

福岡大学地球温暖化対策会議
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　省エネポスターや節電シール（照明・空調・温水便座・コピー機等での節電）などを作成し、節電への啓発を推進して
います。

　省エネルギー対策に関する広報は、学生・教職員に対して、学報や学内ポータル等によるアナウンス、及び節電ポス
ター等を用いて、節電を主体とした運用面で可能な対策の周知をを行っています。（夏季・冬季の節電要請、電力デマン
ド警報の発令に伴う節電要請など）
　電力デマンドの警報は、七隈・烏帽子地区の契約電力に対し、電力の使用状況に応じて三段階で発令しています。 
2022年度は本学で電力使用量が増加する7月に14回の警報を発令し、対象建物における空調機器の一部停止や設定温度の
変更等の節電対策を実施しました。

省エネ責任者の設置

　よりきめ細かい節電対策を実施するため、学部・学科・医療・事務部門等の各部署に、省エネ責任者を設置し、夏季・
冬季の節電期間を中心とした節電を積極的に進めています。

啓発
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福岡大学地球温暖化対策会議
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（2）設備面での節電対策
　施設・設備面での対応として、高効率型機器等の導入と更新を計画的に実施しています。以下に主な対応状況を示します。

具体的な省エネ対策事項 対応状況 具体的な省エネ対策事項 対応状況

ḩ
ἰ

照明スイッチの人感センサー等への交換 一部実施

ʾ

ᾛ
ḩ
ἰ

変圧器を高効率変圧器に交換 一部実施
廊下照明の間引き・減灯 実施済 モーターを高効率モーターに交換 一部実施
蛍光灯安定器の電子式安定器への交換 実施済 蒸気利用を電気・ガス利用へ 一部実施
白熱電球の電球型蛍光灯への交換 実施済 冷却水温度の調節 一部実施
照明をLEDに交換 一部実施 特高受電のピーク電力のカット 実施済
誘導灯をLED高輝度誘導灯へ交換 一部実施 熱源周りの温度の記録と分析 実施済
外灯等の点灯時間の季節管理 実施済 高効率ボイラーの導入 一部実施

Ἃ

ḩ
ἰ

暖房を冷温水発生器方式に改修 一部実施 ボイラーのブローの適正量と水質管理 実施済
空調機・冷却塔の交換 一部実施 ボイラーの排気ガス・酸素濃度チェック 実施済
冷暖房時の冷温水温度の調整 実施済 蒸気配管や冷温水管、バルブの保温 実施済
空調不要時の空調設備の運転停止 実施済 熱源機器の鉛管やチューブの定期清掃 実施済
冷却塔の散水パイプや充填物の清掃 実施済 省エネ型Vベルトの使用 一部実施

空調機フィルターの定期清掃 実施済 太陽光発電、風力発電、または両方（ハイブ
リッド発電）を使った電力供給 一部実施

エネルギー使用状況と外気温、室内温度の
記録と分析 一部実施 熱源の節約や燃料転換等 実施済

COP値の高い空調機の設置 一部実施
節
水
関
係

水道メーター等で漏水の有無の点検 実施済
冷水・冷却水ポンプ、空調機などのインバー
ター制御の導入 一部実施 女子便所に擬音発生装置の設置 一部実施

屋上や窓ガラスへの遮熱材の活用 一部実施 中水・井水の活用 実施済
GHPエアコンの活用 一部実施

ζ
χ

ʾ

Ṑ
Ṁ
ḩ
ἰ

エレベーターの省エネ型への転換 実施済
外気導入による冷房時間の短縮 一部実施 風除室の活用 一部実施
温度適正管理の啓発表示、周知徹底 実施済 自動販売機照明の休日・夜間消灯 実施済

中央監視による空調制御実施 実施済 温水洗浄便座の季節温度設定と不要時間
帯の電源OFF 実施済

全館一括空調から個別空調への切り替え 一部実施
高効率空調機への更新 一部実施

 高効率型空調への計画的な更新
　講義室・実験室及び実習室に設置している既存の空調機器を、経年劣化（設置年数）、使用用途、故障・修理部品
の製造中止等を考慮し、高効率型へと更新しています。2023年度までに1,083室の更新を実施する予定であり、今後も計画
的に進めていきます。

 特殊空調機器（恒温・恒湿室、冷凍室等）の節電対策
　全電力使用量の約2/3が24時間連続使用であることから、電力使用量が大きい恒温室やフリーザー機器等の特殊空調
機器類の節電対策として、15年以上経過した設備の高効率型への転換を実施中です。これまでに、47室ある特殊空
調機器室の内、20室の更新を実施しました。

◦空調機器・特殊空調機器の更新状況（部屋数）
2017年度までに更新済み 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年度以降更新予定

空調機器 578 41 42 98 19 293
特殊空調機器 12 4 1 1 2 27
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 LED照明導入による省エネ効果の検証
　本学で節電対策を促進する手段として、照明器具を更新するに当たり、①明るさ、②節電率、③経済性等について、従　
来の蛍光管に更新した場合とLED照明を導入した場合を比較検討し、LEDの導入効果について検証した結果を踏まえ、 
2017年度よりLED照明の本格的な導入を開始しました。2023年度までに1,328室への導入が終了しており、2030年度ま　
でには主要な部屋全てへのLED証明の導入が完了する予定です。

 LED照明の更新・導入状況

① LED照明の更新状況（部屋数）

② 新築建築物へのＬＥＤ照明導入状況

2021年以降に竣工した新屋内プール、体育寮、自修寮には、全館にLED照明を採用しました。

7.3　新型コロナの影響による電力使用量の増減について

　新型コロナウイルス対策のため、オン
ライン授業やリモートワークを実施した
ことにより、2020年度の電力使用量は
2019年度の60,738千kWhから55,777千
kWhと大幅な減少が見られました（前年
比91.8％）。しかし、2021年以降は、
感染対策として空調稼働時でも窓やドア
を開放して常時換気を行うようになった
ため、電力使用量の大幅な増加が確認さ
れました。現在の電力使用量は、59,075
千kWhと新型コロナウイルス対策以前の
微減傾向に戻ったものと考えられます。

17

◦エネルギー使用量の経時変化
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7.4　電力以外のエネルギー使用状況
　本学で使用するエネルギーは電力が主体ですが、その他のエネルギー源としてA重油や都市ガス等の燃料を使用していま
す。これらの使用状況と削減対策等についてまとめました。

18

 Ａ重油

　本学ではA重油をボイラー等の燃料として使用していますが、エネルギー使用量削減とCO2排出量抑制のため、旧型
重油ボイラーから高効率ガスボイラーへの計画的な転換を進めています。現在、重油を使用しているのは、七隈・烏
帽子地区でボイラー6基、冷温水発生機5基、その他の地区で1基となります。2022年度のA重油使用量は
1,910kL/年で、都市ガスへの燃料転換により、減少傾向で推移しています。

 都市ガス

　本学では、都市ガスはA重油と同様にボイラー等の燃料として使用されています。前先に述べた高効率型
ガスボイラーへの計画的な転換に伴い、現在はボイラー９基、冷温水発生機9基が稼働しています。2022年度
の都市ガス使用量は429万ｍ3/年となり、A重油とは逆に増加傾向にあります。

◦A重油及び都市ガス使用量の推移
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　本学で発生する廃棄物への対策は、循環型社会構築の観点から、廃棄物の発生抑制と資源化を積極的に推進していま
す。

 廃棄物の分類
　本学から発生する事業系一般廃棄物は、可燃物、不燃物、危険物、資源化物の4種に大別され、学内約220ヵ所に設置
したごみ箱や研究室・事務室等の各部署から回収し、処理を行っています。資源化物は廃棄物集積場に回収後、さらに古紙
類や空き缶、金属類、ペットボトル等に細分類し資源化を行っています。また、2020年10月から新たに雑がみの回収を開始
し、さらなる資源化を行っています。
　本学から発生する産業廃棄物は、主に理系学部や病院から排出される実験廃液や医療系廃棄物、PCB含有廃棄物などの
他、備品処理で発生する事務用備品やパーソナルコンピュータなどが挙げられます。原則として外部委託により処理を行って
おり、主な分別の方法としては、まず実験廃液については委託業者の処理方法に応じて無機廃液3種（水銀廃液・シアン
廃液・その他）、有機廃液3種（有機水銀廃液・ハロゲン廃液・その他）の計6種に分別しています。また、医療系廃棄物は、
感染性のレベルに応じて4種類（2種類が感染性廃棄物、2種類が非感染性廃棄物）に分類し、焼却処理を行っています
が、非感染性廃棄物についても感染性廃棄物の混入等の危険性を考慮し、感染性廃棄物と同等の取扱いにより処理を行って
います。

8. 廃棄物の減量と資源化による環境負荷削減

排　出

はい

はい

はい 無

いいえ

いいえ

いいえ 有

資源化可能か 紙 類 か 機密性は コピー用紙
それぞれを
ひもで縛って
ストックヤードへ

ビニール袋に入れて
ストックヤードへ

年に一度、破砕・
資源化処理を実施

もえるゴミ/一般
ごみのごみ箱へ

危険物の回収箱
又は清掃作業員へ

雑がみの回収箱・袋へ

空カンの回収箱へ

空ビンの回収箱へ

ペットボトルの回収箱へ

用務員室へ連絡

少量の場合は
清掃作業員へ（ ）

まとめて
ストックヤードへ
少量の場合は
清掃作業員へ（ ）

危険物か 蛍 光 管

乾 電  池

ライター

スプレー缶
※使い切りを確認

※使い切りを確認

金 属 類

ガラス類

紙　　類

廃プラスチック類

草 木 類

新 聞  紙

雑　　 誌

雑 が  み

段ボール

機密文書

缶　　類

び ん 類

ペットボトル

シュレッダーくず

◦生活系廃棄物の分別方法

注1） インクカートリッジ類は新規購
　　入時に販売店にお渡しください。
注2） その他、排出方法等が不明な場
　　合は環境保全センターにご連絡
　　ください（内線3351）。
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8.1　法人全体の廃棄物排出量
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 廃棄物の排出状況
　2022年度の法人全体の廃棄物の総排出量は約1,857ｔで、1日当りの排出量は5.1ｔ/日となっています。その内訳は、
一般廃棄物が678ｔ（約37％）、産業廃棄物が771ｔ（約42％）、古紙等の資源化物が408ｔ（約22％）となっていま
す。資源化物の詳細を見ると、その大部分が雑誌・書籍・段ボール等の古紙類が占めていることが分かります。本年度
は約360tの古紙類が回収されており、その回収量は若干の増加傾向にあります。

8.2　廃棄物の発生源の詳細調査

　文系学部や理系学部、病院、事務部署などから排出される廃棄物は、それぞれに発生特性が異なることから、減量化・資
源化対策の実施に必要な情報を把握するため、廃棄物に関する次の調査を実施しています。

 排出量管理
　搬入量が多い廃棄物集積場では、重量計と集計用紙を設置し、排出源・種類ごとの排出量を管理しています。一例として、
七隈地区における系統別の廃棄物排出状況を表（次頁）に示しています。2022年度の廃棄物排出割合は、講義等・文系学
部棟からの排出が約45％、理系学部棟からの排出が約35％、事務棟その他が約20％となりました。新型コロナウイルス感染
症拡大の影響により、2020～2021年度にかけて講義棟や文系学部棟からの発生割合が減少していましたが、2022年度は感染
拡大前の状況に戻りつつあります。また、資源化状況は全体的に3～6割の資源化率を示しており、特に文系学部棟や事務棟にお
ける資源化率が上昇しています。

福岡大学廃棄物処理マニフェスト
排出場所又は排出者

可　燃　物

・布

・厨芥（生ごみ）

・捨て紙

・廃プラスチック

・その他（　　）

・金属

・空びん

・陶器類

・その他（　　）

・電池

・蛍光燈

・スプレー缶

・ライター

・その他（　　）

・コピー用紙

・新聞紙

・段ボール

・書籍類

・雑がみ

・その他（　　）

・ペットボトル・アルミ缶

・スチール缶

・その他（　　）

kg kg kg kg kg kg

不　燃　物 危　険　物 資　源　化　物

缶　類紙　類 ペットボトル

連絡先 排出日
令和　　年　　月　　日

廃　棄　物　の　種　類
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◦分類ごとの排出状況 ◦資源化量の推移
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 組成調査
　廃棄物のさらなる減量と資源化を図るため、廃棄物の組成調査を実施しています。七隈地区における組成調査では、主に
学生主体と職員主体の廃棄物の性状の違いを把握することで、排出源ごとの資源化手法の検討を行っています。本調査を通
して、古くはペットボトルの資源化、近年ではシュレッダーくずや雑がみの資源化手法を導入することができ、またその後
の資源化状況の把握を行っています。

·学生系と事務系のごみ組成（2022年度）
可燃物中の分類 学生主体 事務系主体

資源化可能物 5.9 37.7
飲食関連 61.9 24.1
その他 32.2 38.2

2023Fukuoka University
Environmental Report
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◦廃棄物排出の概要（七隈地区）

·学生主体のごみ組成
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8.3　資源化の状況
　2022年度の法人全体の一般廃棄物の総排出量1,086ｔのうち資源化物量は408ｔで、37.6％が資源化されています。
地区ごとで見ると、20～30％の資源化率が多く、特に附属大濠高等学校・中学校では45％と高い資源化率を示してい
ます。

　2020年10月の福岡市の事業系廃棄物の分別ルールの変更に伴い、可燃物中に含まれる「雑がみ」の分別回収を実
施しています。これにより、従来可燃物中に含まれていた資源化可能な紙類の資源化を図ることができています。七
隈地区を例にとると、2022年度は月に約1.1ｔ、年間で12.8ｔの雑がみを回収することが出来ました。これは七隈地区
で資源化されている古紙類全体の約1割を占めています。しかしながら、依然として可燃物中には資源化可能な紙類
が含まれているため、引き続き雑がみ等の分別の徹底を図っていく必要があります。

22

·地区ごとの資源化の現状

雑がみの回収

·雑がみ回収量の推移

·可燃物中の資源化可能な紙類

·地区ごとの資源化の現状·地区ごとの資源化の現状·地区ごとの資源化の現状
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 機密文書の資源化処理
　本学から発生する機密文書は、各部署におけるシュレッダー処理
とは別に、大学全体の一括処理として、2つの処理方法（Ａ方式：
裁断車による学内裁断処理、Ｂ方式：機密文書処理業者の施設
内で裁断処理）による機密処理を実施しています。いずれの処理も
職員立会いのもと実施し、裁断後は紙資源としてリサイクルしていま
す。2022年度は全体で36.7t（A方式：3.1t、B方式：33.6t）の機
密文書処理を実施し、全量リサイクルすることができました。

2023Fukuoka University
Environmental Report
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8.4　産業廃棄物の処理

　本学から発生する産業廃棄物は、通常の産業廃棄物と特別管理産業廃棄物があり、性状や有害性、危険性等を考慮し、
それぞれ適切な業者に委託して処理を行っています。主な産業廃棄物の処理方法は次のとおりです。

 実験廃棄物
　主に理系学部から排出される実験廃棄物は、実験廃液・廃試薬と実験系固体廃棄物に大別されます。実験廃液は、外部
委託により処理を行っており、委託業者の処理方法に応じて無機廃液3種（水銀廃液・シアン廃液・その他）、有機廃液3種
（有機水銀廃液・ハロゲン廃液・その他）の計6種類に分別しています。発生した実験廃液は、各学部に設置された廃液保
管庫で保管し、定期的に外部委託処理を行っています。また処理後は、再生資源として有価金属類の回収も行っています。
廃試薬についても同様の処理を行っています。2022年度は、無機廃液5,198㎏、有機廃液7,770L、廃試薬543㎏の処理を行
いました。
　実験系固体廃棄物は、工学部などから発生するコンクリートくずや金属くず等と、薬学部などから発生する実験動物関連の廃
棄物に大別されます。コンクリートくずや金属くずについては、極力資源化を図ると同時に、有害物質等を含む可能性がある場
合には必要な調査を実施し、基準に沿った処理を実施しています。また、実験動物関連の廃棄物については、感染性の有無
にかかわらず、安全面を考慮し全て感染性廃棄物として外部委託処理を行っています。

＜排出方法＞＜廃棄物＞ ＜業者委託方法＞

廃薬品

有機
or

無機
水銀含有？

ハロゲン含有？

有機系
水銀廃液

有機系
ハロゲン廃液

有機系一般廃液
(廃油含む)

水銀含有？

シアン含有？

無機系
水銀廃液

無機系
シアン廃液

無機系
一般廃液

実験廃液

特別管理産業廃棄物

又は産業廃棄物

実験動物
敷き藁

感染性？

実験固体

廃棄物

実験動物

木又は紙

産業廃棄物

非感染化
(滅菌)

有害物含有？

土, セメント固化

体, 汚泥, 燃え殻,
ばいじん　等

規制
基準値

YES

YES

NO

NO

YES

NO

YES

NO

YES

NO

YES

NO

以上

以下

有機

無機

◦実験廃液及び実験固体廃棄物の分類と処理フロー
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 医療廃棄物
　病院及び医学部などから排出される医療系の廃棄物は、感染性廃棄物（①血液・体液汚染があるもの、②鋭利器材（非

感染性含む））と非感染性廃棄物（①血液・体液が付着していない医療用品、②医療用のびん・ガラス類・缶類）に分類し、

医療廃棄物専用の回収容器に分別・回収され、医療廃棄物専用の廃棄物集積場で一時保管後、外部委託による焼却処

理を行っています。また、非感染性廃棄物については、感染性廃棄物が混入した際の安全性の観点から、「疑似感染性廃

棄物」として感染性廃棄物と同様に取り扱い、外部委託による焼却処理を行っています。

　収集運搬の状況や中間処理施設、及び最終処分施設については定期的に視察を行い、本学から排出される医療廃棄物

が適正に処理されていること確認しています。

 PCB含有廃棄物
　本学におけるPCB含有廃棄物の処理は、PCB特別措置法に基づき計画的に実施しており、これまでに変圧器約50台、
コンデンサ類約2,500台、照明用安定器約3,700台、小型電気機器約20台などの処理を行ってきました。現在は、実験施設で
使用中のPCB含有の可能性がある機器類の更新を進めており、更新後は速やかにPCB含有の有無について調査し、必要
に応じて適正処理を実施しています。2022年度は、使用を中止した11台の機器のPCB含有確認調査を実施した結果、5台
の機器に低濃度PCBが含まれていることが判明したため、特別管理産業廃棄物としての保管を開始しました。

2023Fukuoka University
Environmental Report
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　本学におけるアスベストの処理は、①建築物に使
用されている飛散性アスベストと②実験機器類に使用
されている非飛散性アスベストの2つに分類し、処理を
実施してきました。
　飛散性アスベスト（主に吹き付けアスベスト）につ
いては、「封じ込め」等の対策ではなく「撤去」する
ことを基本方針としており、2005年までにほぼ全ての
飛散性アスベストの撤去を完了しています。ただし、既
存の建築物から新たにアスベストが発見された場合
は、対策フローに従って教室等を即時使用禁止する
と共に、室内環境中のアスベスト濃度の測定や当該
アスベストの撤去などの対策を講じています。

　非飛散性アスベスト使用の実験機器類については、アスベスト
不使用の機器類への更新を進めていますが、機器を使っているた
め更新できない期間は当該機器類に「アスベスト含有機器」の表
示を貼付け、廃棄する段階で関連部署が連携し、アスベスト含有
廃棄物として適切な処理を実施しています。2020年度は、アスベ
スト含有機器類8台の処理を実施しました。また、理系学部実験
室で使用されていた実験装置4台についてアスベスト含有の疑い
があったため含有試験を行ったところ、うち1台からアスベスト
（クリソタイル）が検出されたため、アスベスト含有機器として
保管を開始しました。

　本学では、フロン排出抑制法（フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律）に基づき、「フロン類を含む
機器類の整備及び廃棄に伴う行程管理計画」を策定し、エアコン等のフロン類を含む機器類の管理を行っています。現
在、省エネルギー対策の一環で、エアコン等の更新を計画的に進めており、この更新時に回収したフロン類は「委託確認
書兼回収依頼書」を用いて、その処理行程を管理しており、第一種フロン類充填回収業者による適切な回収・処理が行わ
れています。2022年度に回収・処理した溶媒は、クロロフルオロカーボン（CFC）0.6㎏、ハイドロクロロフルオロカーボン
（HCFC） 86.3kg、ハイドロフルオロカーボン（HFC）29.9㎏でした。

① 教室等の即時封鎖と使用禁止
② 室内環境中の気中濃度測定
③ 除去計画の作成
④ 除去の実施

含有していた場合

アスベスト含有調査

アスベスト含有の疑い

◦アスベスト含有機器への貼付シール
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 石綿含有廃棄物

 フロン類を含む機器類
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9. 化学物質の適正管理

9.1　薬品管理システムによる化学物質の管理

　本学は、教育・研究活動を実施する中で多種多様の化学物質を
使用しており、これらの使用にあたっては、毒物及び劇物取締法、
消防法、労働安全衛生法、PRTR法などの化学物質に関する法律を
遵守する義務があります。本学は、使用する化学物質による事故等
を未然に防止するため、2010年9月に「福岡大学薬品管理システ
ム」を導入し、大学における化学物質の適切な管理を実施していま
す。同システムを活用して、購入や廃棄及び使用状況を管理して
いる薬品数は、約36,800本（2023年3月末時点）で、先に述べた
4つの法律の対象となる約19,300本を含め、化学物質の適切な管
理を実施しています。

9.2　第一種指定化学物質の取扱量報告（PRTR法）

　「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（PRTR法）」の規定に基づき、第
一種指定化学物質の取扱量の報告を実施しています。薬品管理システムによる対象薬品類の購入状況と、研究室・病院
等での使用状況調査より、2022年度にPRTR法の報告対象となる化学物質は、キシレン、メチルナフタレンの2種類で
あり、排出量や移動量等について監督官庁に報告しました。

　労働安全衛生法及び同法に定められる特別規則の規定に基づき、特定化学物質や有機溶剤を使用する研究室・作業
室等について、その使用状況を薬品管理システムとヒアリング調査等から把握し、作業環境測定を実施しています。2022年
度は、65室（大学48研究室、病院関係16室、研究所1室）を対象として作業環境測定を実施しました。第2・第3管理
区分となった場合には、当該研究室等と関連部署で協議し、対策を講じた後再測定を行うなど、適切な作業環境の維持に
向けた対応を実施しています。
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9.3　労働安全衛生法に基づく作業環境管理
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10.1　排水の水質管理

　本学とその関連施設から排出される排水（実験系排水を含む）は、下水道法に規定される排除基準を遵守する必要
があり、法人全体11ヶ所における排水の水質調査を定期的に実施しています。水質調査は、下水道法に規定される全
ての項目について計画的に実施しており、pH、BOD、COD、SS、n-ヘキサン抽出物、カドミウム・鉛等の重金属類
等の14項目については毎月測定し、その他の項目については年に2回の測定を行っています。また、下水道法に基づく
「排出水の水質測定結果」及び「除害施設等維持管理報告書」を、監督官庁に随時報告しています。
　2022年度は、全ての排水について排除基準を超える項目はなく、適切な排水の維持管理を実施することがで
きました。
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　現在、国内で輸入、製造、使用されている化学物質は数万種類にのぼり、その中には、危険性や有害性が不明
な物質が多く含まれています。さらに、化学物質による労働災害（がん等の遅発性疾病を除く）のうち、特定化学
物質障害予防規則等の特別規則（123物質）の対象でない物質を起因とするものが全体の約8割を占めています。
これらを踏まえ、特別規則による規制の対象となっていない物質への対策の強化を目的とし、令和4年（2022
年）5月に労働安全衛生規則等が一部改正され、事業場における化学物質管理体制の強化が求められています。こ
の改正により、化学物質管理者や保護具着用管理責任者の選任が必要となるなど、法人全体での対応が必要となる
ため、関係部署と連携をとり、対策を行っています。

 労働安全衛生規則等の一部改正への対応

10. 水・大気に関する環境管理

10.2　大気汚染への対応
　本学では、大気汚染防止法に定める「ばい煙発生施設」を有しており、これらの施設（ボイラー等）から排
出される排ガス等の測定を定期的に実施し、必要に応じて適切な対応をとることで、大気汚染の防止を図ってい
ます。また、ボイラー等からの排ガスに含まれる窒素酸化物等の大気汚染物質が太陽の強い紫外線を受けること
で、光化学スモッグの原因物質である光化学オキシダントが発生します。光化学オキシダントが高濃度になると、福
岡県より「光化学オキシダント注意報」等が発令されます。
　光化学オキシダントに関する注意報等が発令された場合、本学では、構成員に対して注意喚起のアナウンスを行うと
同時に、事前に作成した「光化学オキシダント緊急時削減計画」に基づき、空調停止等の対策によりボイラー負荷を低
減することで、光化学オキシダントの削減に協力しています。なお、2022年度は光化学オキシダントに関する注意報等
は発令されませんでした。
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　2023年9月30日、福岡大学の主催で、『カーボンニュートラルの実現に向けたグローバル連携』をテーマに、
「第2回福岡大学カーボンニュートラル推進拠点シンポジウム」を開催しました。アメリカ、イギリス、オースト
ラリア、日本の研究者がそれぞれ実施している「CNの実現に向けた活動」についての講演や、「次世代リーダー
の育成に向けた活動」として、本学在学生による国際エネルギー機関（IEA）およびシアトル大学における研修報
告を行いました。

11. 環境教育
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　本学を含め5団体が共催する『気候変動の課題解決に取り組む学生
ワークショップ』が、2023年3月13日から17日まで東京大学などで
開催されました。このワークショップは大学生・大学院生を対象に
「世界における日本の役割を踏まえ、気候変動問題をグローバルな視
点で見られる学生の育成を行うこと」「気候変動を踏まえたあるべき
社会の在り方について、具体的な論点をもとに議論し、解決策を提示
すること」を目的としており、本学からは5人の学生が参加し、大学
混合の７つのチームに分かれて5日間のワークショップを行いました。

 国際シンポジウムの開催

 学生ワークショップの共催　

　資源循環・環境制御システム研究所では学生や市民を
対象とした環境セミナー『福岡大学エコスクール』を
2009年度から毎年開講しています。第14回目となる
2022年度は「サーキュラーエコノミー（循環経済）の構
築に向けた取り組み」と題して全5回を開催し、環境問
題に対する正しい認識や現在の取り組みの状況について
の講義を行いました。

 環境セミナーの開催
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　学生・教職員のための環境教育の一環として、講習
会や研修会等を実施・支援を行っています。現在は、
「3R・低炭素社会検定試験」に向けた対策講習会参加
のための支援を参加学生に向け実施しています。その
他、新任教職員を対象とした薬品管理システム利用者
説明会も実施しています。
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　令和5年度から新たに開講した共通教育科目「福岡大学で
考える現代社会（皆で考える地球温暖化とカーボンニュート
ラル)」では、日本におけるカーボンニュートラルの取組み
と各国との比較、水素社会、SDGｓなどについて取り上げて
います。そこで使用されているテキスト「カーボンニュート
ラルが変える地球の未来」（晃洋書房）は、カーボンニュー
トラル推進拠点のメンバーが中心となって新たに作成・出版
しました。

◦3R・低炭素社会検定対策講習会

◦薬品管理システム利用者説明会 

 研修会・講習会等の開催

 テキストの作成
◦福岡大学で考える現代社会テキスト
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環境報告書の作成について

　本学では、教育研究活動及び医療活動に伴う公害の発生を防止するため、「環境保全センター」を設置し、本学
における環境関連の業務を行っています。従前の環境保全に関する取組みは水質管理や廃棄物管理などが中心でし
たが、近年では2050年のカーボンニュートラル達成に向けた取組みや、労働者の労働環境に関する取組みなど多様
化しています。これまでのように一部署の業務として実施するのではなく、中心となる組織を定め、全構成員を巻
き込み一丸となって取り組むことが必要不可欠と考えられます。本学では、これらの取組みを実施するため「福岡
大学地球温暖化対策会議」や「福岡大学カーボンニュートラル推進拠点」を設置し、全学的な対応を推し進めてい
ます。地球温暖化対策会議では、省エネルギー対策を中心として温暖化対策全般についての対策を検討・実施して
きました。カーボンニュートラル推進拠点では、特に2050年カーボンニュートラル達成に向けた対策を重点的に実
施しているところです。

「福岡大学の環境への取組み－環境報告書2023」では、本学の環境保全対策の要となる「環境基本方針」を示し
た上で、周辺環境に与える「環境負荷の現状」を把握し、これらに基づく環境保全に向けた様々な取組みについて
まとめております。ご一読いただき、福岡大学の取組みについてご理解いただくと共に、ご意見・ご指導を賜りま
すようお願いいたします。

副学長（研究・社会連携・就職・ガバナンス担当）

山　下　恭　弘



福岡大学地球温暖化対策会議

福 岡 大 学 の
環境への取組み
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